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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第100期

第１四半期
連結累計期間

第101期
第１四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年６月30日）

（自　2023年４月１日

　　至　2023年６月30日）

（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

売上高 （百万円） 114,949 114,391 547,155

経常利益 （百万円） 6,043 4,610 19,039

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円） 3,680 1,921 10,995

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,218 14,065 8,987

純資産額 （百万円） 321,313 333,114 323,261

総資産額 （百万円） 699,980 746,093 815,556

１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） 11.94 6.20 35.64

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.5 43.8 38.9
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 (海外グループ会社)

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったConstrutora Toda do Brasil S/Aの全株式を譲渡

したことにより、同社を連結の範囲から除外しております。

 
なお、当第１四半期連結会計期間において報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理

の状況　１ 四半期連結財務諸表　(セグメント情報等) Ⅱ当第１四半期連結累計期間」の「３ 報告セグメント

の変更等に関する事項」に記載しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、又は前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における国内景気は、雇用及び所得環境が改善する中で、緩やかに持ち直していく

ことが期待されます。

建設業界においては、官公庁工事及び民間工事の受注がともに増加し前年同四半期比を上回りました。一方、

建設資材価格は横ばい傾向にありますが、労務需給が逼迫状態にあり建設コストの上昇などが懸念されます。

当社グループにおいては、2022年５月に「中期経営計画2024ローリングプラン」を公表し、建築、土木及び戦

略の各基幹事業における顧客への提供価値の進化を進めるとともに、重点管理事業として、新ＴＯＤＡビル、海

外事業及び浮体式洋上風力発電事業等の再エネ事業を掲げ、これらの事業へ成長投資を行い事業ポートフォリオ

の強化をしております。当第１四半期連結累計期間においても中長期的成長を目指すため、トップマネジメント

の積極的関与のもと継続して成長投資を推進しました。なお、成長投資を推進する一方でＲＯＥ（自己資本利益

率）８％を中長期的に確保するため、ＩＲＲ（内部収益率）及び資本コスト等の指標を使用し投資後の収益性を

管理する等、投資プロセスの強化にも取り組んでおります。

このような状況の中、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は以下のとおりとなりました。

連結売上高については、前連結会計年度においてPT Tatamulia Nusantara Indah及び同社の子会社７社を連結

子会社にしたことにより海外グループ会社事業の売上高が増加しましたが、土木事業及び国内投資開発事業の売

上高が減少したことなどにより、1,143億円と前年同四半期比0.5％の減少となりました。

営業損益については、上記の連結子会社増加により海外グループ会社事業の売上総利益は増加しましたが、建

築事業及び土木事業の売上総利益が減少したことなどにより、売上総利益は122億円と前年同四半期比6.2％の減

少となりました。また、販売費及び一般管理費が101億円と前年同四半期比4.9％の増加により、営業利益は21億

円と前年同四半期比37.7％の減少となりました。

経常利益については、保有する投資有価証券の受取配当金などを営業外収益に計上しましたが、46億円と前年

同四半期比23.7％の減少となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益については、投資有価証券売却益などを特別利益に計上しましたが、関係

会社株式売却損などを特別損失に計上したことにより、19億円と前年同四半期比47.8％の減少となりました。

 
セグメント別における業績は以下のとおりであり、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めております。

なお、当社グループは当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの変更を行っており、前年同四半期との

比較及び分析は、変更後のセグメント区分に基づいております。詳細は、「第４ 経理の状況　１ 四半期連結財

務諸表　(セグメント情報等) Ⅱ当第１四半期連結累計期間」の「３ 報告セグメントの変更等に関する事項」を

ご参照ください。
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(建築)

売上高は695億円（前年同四半期比8.2％増）となり、セグメント利益（営業利益）は２億円（前年同四半期比

45.2％減）となりました。

当社個別の受注高については、国内民間工事が前年同四半期比5.0％減少しましたが、国内官公庁工事が前年

同四半期比565.4％増加したことにより、全体としては833億円と前年同四半期比28.9％の増加となりました。

(土木)

売上高は254億円（前年同四半期比21.3％減）となり、セグメント利益（営業利益）は13億円（前年同四半期

比49.8％減）となりました。

当社個別の受注高については、国内民間工事が前年同四半期比74.9％増加しましたが、国内官公庁工事が前年

同四半期比49.7％減少したことにより、全体としては165億円と前年同四半期比26.7％の減少となりました。

(国内投資開発)

売上高は32億円（前年同四半期比68.5％減）となり、セグメント利益（営業利益）は５億円（前年同四半期比

27.3％減）となりました。

(国内グループ会社)

売上高は99億円（前年同四半期比8.2％増）となり、セグメント損失（営業損失）は３億円（前年同四半期は

１億円のセグメント利益）となりました。

(海外グループ会社)

売上高は121億円（前年同四半期比334.0％増）となり、セグメント利益（営業利益）は６億円（前年同四半期

比340.9％増）となりました。

(環境・エネルギー)

売上高は３億円（前年同四半期比8.1％減）となり、セグメント損失（営業損失）は18百万円（前年同四半期

は１億円のセグメント損失）となりました。

 
資産、負債及び純資産の状況は、以下のとおりであります。

(資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、販売用不動産が56億円、未成工事支出金が54億円、投資有価証券

が127億円増加しましたが、受取手形・完成工事未収入金等が1,008億円減少したことなどにより、前連結会計年

度末と比較して694億円減少の7,460億円（8.5％減）となりました。

(負債の部)

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、未成工事受入金が53億円、預り金が57億円増加しましたが、支払

手形・工事未払金等が371億円、短期借入金が497億円減少したことなどにより、前連結会計年度末と比較して

793億円減少の4,129億円（16.1％減）となりました。

(純資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、保有する投資有価証券の時価上昇に伴うその他有価証券評価差

額金の増加88億円などにより、前連結会計年度末と比較して98億円増加の3,331億円（3.0％増）となり、自己資

本比率は43.8％となりました。
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(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、

重要な変更はありません。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 
(5) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針は、以下のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社は、当社の企業価値の源泉が、永年に亘って培ってきた経営資源に存することに鑑み、特定の者又はグ

ループが当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得することにより、当社グループの企業価値又は

株主共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者又はグループは当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及び定款によって許容される限度において当社グループ

の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上のための相当な措置（以下「対抗措置」という。）を講じること

を、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針とします。

また、大規模買付ルールは株主が大規模買付等に応じるか否かを判断するための情報や、現に当社の経営を

担っている当社取締役会の意見を提供し、株主が代替案の提示を受ける機会を確保すること等を目的としており

ます。現在は金融商品取引法により、買収時における情報提供と検討期間の確保を可能とする一定の規制が設け

られておりますが、公開買付開始前における情報提供と検討時間を確保することや、市場内での買集め行為には

適用がなされないなど、必ずしも有効に機能しない場合も考えられます。従いまして、大規模買付ルールの設定

は、株主及び投資家が適切な投資判断を行う上での前提となるものであり、十分な時間の確保は、株主のために

企業価値向上に関する買付者等との建設的な対話を行う上でも有効なものになると考えております。

 
② 基本方針の実現に資する取り組み

ア 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な

取り組み

　当社は1881年の創業以来、常にお客様に満足していただけるものづくりに励み、信用と品質を重視し、堅実

経営に徹し、企業活動を通じて社会の発展に貢献することを企業理念として貫いてまいりました。

　また、当社グループは、2015年に、社会における当社グループの存在価値と目指す姿を表すものとして制定

した「グローバルビジョン」を含めた理念体系を整備しました。戸田建設グループ グローバルビジョン

「“喜び”を実現する企業グループ」には、お客様、社員、協力会社、ひいては社会全体の“喜び”をつくり

出し、それを自信と誇りに変えて成長を続けていく企業でありたい、という想いが込められております。この

ビジョンを当社グループ全体で共有し、継続進化を実現することで、当社グループの存在価値を高め、社会の

持続的な発展に貢献してまいります。

　2021年、当社グループは10年後の目指すべき姿を示す「未来ビジョンCX150」を策定しました。情報や機能

のこれまでにない組合せを実現し、新たな価値を創造する「価値のゲートキーパー」として、Smart

Innovation領域、環境・エネルギー領域、ビジネス＆ライフサポート領域、都市・社会インフラ領域の事業展

開によって協創社会の実現に貢献することを目指し、グループを挙げて取り組んでおります。
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イ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組み

当社は、2023年６月29日開催の当社第100回定時株主総会において、当社株式等の大規模買付行為に関する

対応策（以下「本対応策」という。）を継続することに関して決議を行い、株主の皆様のご承認をいただい

ております。

　当社取締役会は、当社株式等の大規模買付等を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主が適切

な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付等を行おうとする者との交渉の機会を確

保するために、本対応策を継続しております。

　本対応策は、当社株式等の大規模買付等を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の

場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付等を行おうとする者に損害が発生する可能性があるこ

とを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当

社株式等の大規模買付等を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

 
本対応策の概要は次のとおりであります。

(ア) 本対応策に係る手続き

a 対象となる大規模買付等

本対応策は以下の(a)乃至(c)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社

取締役会が承認したものを除く。かかる行為を、以下「大規模買付等」という。）がなされる場合を適

用対象とします。大規模買付等を行い、又は行おうとする者（以下「買付者等」という。）は、予め本

対応策に定められる手続きに従わなければならないものとします。

(a) 当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け

(b) 当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者

の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

(c) 上記(a)又は(b)に規定される各行為が行われたか否かにかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他

の株主（複数である場合を含む。）との間で行う行為であり、かつ当該行為の結果として当該他の株

主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定の株主と

当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行

動する関係を樹立する行為（ただし、当社が発行者である株式等につき当該特定の株主と当該他の株

主の株式等保有割合の合計が20％以上となるような場合に限る。）

b 「意向表明書」の当社への事前提出

買付者等においては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模

買付等に際して本対応策に定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明

書」という。）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。

c 情報の提供

上記bの「意向表明書」を提出いただいた場合には、買付者等においては、当社に対して、大規模買付

等に対する株主及び投資家の判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報を日

本語で提供していただきます。

d 取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、大規模買付等の評価の難易度等に応じて、以下の(a)又は(b)の期間を、当社取締役

会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」とい

う。）として設定し、速やかに開示します。

(a) 対価を現金（円貨）のみとする当社全株式等を対象とする公開買付けの場合には最大60日間

(b) その他の大規模買付等の場合には最大90日間

　ただし、上記(a)(b)いずれにおいても、取締役会評価期間は評価・検討のために不十分であると取締役

会及び独立委員会が合理的に認める場合にのみ延長できるものとし、その場合は、具体的延長期間及び当

該延長期間が必要とされる理由を買付者等に通知するとともに、株主及び投資家に開示します。また、延

長の期間は最大30日間とします。
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e 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記dの当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び

代替案立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものとしま

す。その際、独立委員会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するようになされ

ることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した外

部専門家の助言を得ることができるものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対して以下の(a)

又は(b)に定める勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要、その他当社取締役

会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示します。

(a) 買付者等が本対応策に規定する手続きを遵守しない場合

　独立委員会は、買付者等が本対応策に規定する手続きを遵守しなかった場合、原則として、当社取

締役会に対し対抗措置の発動を勧告します。

(b) 買付者等が本対応策に規定する手続きを遵守した場合

　買付者等が本対応策に規定する手続きを遵守した場合には、独立委員会は、原則として当社取締役

会に対して対抗措置の不発動を勧告します。

　ただし、本対応策に規定する手続きが遵守されている場合であっても、当該買付等が当社の企業価

値・株主共同の利益を著しく損なうものであり、かつ対抗措置の発動が相当であると判断される場合

には、例外的措置として、対抗措置の発動を勧告することがあります。

　本(b)に基づいて、独立委員会が例外的措置として対応措置の発動を勧告する場合には、当該勧告

には、対抗措置の発動に関して事前に株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すことを必須としま

す。これは、対抗措置の発動は、会社を支配する者の変動に関わるものであることから、独立委員会

での判断を経た上で、最終的には株主の合理的な意思に依拠すべきである（株主意思の原則）との考

えによるものです。

f 取締役会の決議、株主意思の確認

当社取締役会は、上記eに定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、かかる勧告を踏まえて

当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決

議を行うものとします。

　なお、独立委員会が対抗措置の発動を勧告するに際して、当該発動に関して事前に株主意思の確認を得

るべき旨の留保を付した場合、実務上可能な限り最短の時間で株主意思確認のための株主総会（以下「株

主意思確認総会」という。）を招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議します。

g 対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が上記fの手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、買付者等が

大規模買付等を中止した場合又は対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が

生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置を発動すること又

は発動した対抗措置を維持することが相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会

は、対抗措置の中止又は発動の停止の決議を行うものとします。

h 大規模買付等の開始

買付者等は、本対応策に規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発動又は

不発動の決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできないものとします。

 
(イ) 本対応策における対抗措置の具体的内容

当社が上記(ア)fに記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、新株予約権の無償割当てを行うこ

ととします。
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(ウ) 本対応策の有効期間、廃止及び変更

本対応策の有効期間は、2023年６月29日開催の第100回定時株主総会終結の時から2026年６月開催予定

の定時株主総会終結の時までとします。

ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において当社提案に基づき本対応策の

変更又は廃止の決議がなされた場合には、本対応策は当該決議に従い、その時点で変更又は廃止される

ものとします。また、当社取締役会により本対応策の廃止の決議がなされた場合には、本対応策はその

時点で廃止されるものとします。

なお、当社取締役会は、法令等の変更により形式的な変更が必要と判断した場合には、独立委員会の

承認を得た上で、本対応策を修正し、又は変更する場合があります。

 
③ 上記②の取り組みが、上記①の基本方針に沿い、株主共同の利益を損なうものでなく、当社の役員の地位の維

持を目的とするものではないこと及びその理由

　当社取締役会は、「中期経営計画」及びそれに基づく施策は当社及び当社グループの企業価値、ひいては株

主共同の利益の向上に資する具体的方策として策定されたものであり、①の基本方針に沿うものと判断してお

ります。また、次の理由から上記②イの取り組みについても上記①の基本方針に沿い、株主共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

 
ア 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本対応策は、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、

事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が

2008年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえております。

 
イ 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応策は、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを

株主判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主のために買

付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させ

るという目的をもって導入されているものです。

 
ウ 株主意思を重視するものであること

本対応策は、2023年６月29日に開催された第100回定時株主総会において、その継続について承認可決を

受けております。本対応策の有効期間は2026年６月開催予定の定時株主総会終結の時までであり、また、そ

の有効期間満了前に開催される当社株主総会において当社提案に基づき変更又は廃止の決議がなされた場合

には、本対応策も当該決議に従い変更又は廃止されることとなります。従って、本対応策の存続には、株主

のご意思が十分反映される仕組みとなっております。加えて、買付者等が本対応策に定める手続きを遵守し

ている場合には、対抗措置の発動の決定に関して必ず株主意思確認総会を開催するものとしております。

 
エ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社取締役会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している独立社外取締役が過半数を占める構成と

なっている上、本対応策においては、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む

本対応策の運用に関する決議及び勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関として独立委員会を設置しており

ます。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役、社外監査役又は社外

の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じ

る者）から選任される委員３名以上により構成されます。

また、当社は必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主及び投資家に情報開示を行うこととし、当

社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本対応策の透明な運営が行われる仕組みを確保しております。
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オ 合理的な客観的発動要件の設定

本対応策は、上記②イ(ア)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

 
カ デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記②イ(ウ)に記載のとおり、本対応策は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会に

より、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本対応策は、デッドハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応策はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成

の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。

 
(6) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は６億円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 759,000,000

計 759,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数（株）

（2023年６月30日）

提出日現在

発行数（株）

（2023年８月10日）

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 322,656,796 322,656,796
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 322,656,796 322,656,796 － －
 

 
 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

2023年６月30日 ― 322,656,796 ― 23,001 ― 25,573
 

 
 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である2023年３月31日の株主名簿により記載しております。

 
① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 (自己保有株式)

－ －
普通株式 10,109,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 312,358,600 3,123,586 －

単元未満株式 普通株式 188,296 － －

発行済株式総数  322,656,796 － －

総株主の議決権 － 3,123,586 －
 

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式69株、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する株式10株及

び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する株式17株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する株式2,435,800株（議決権24,358

個）及び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する株式184,700株（議決権1,847個）が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2023年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 (自己保有株式)      

  戸田建設株式会社
東京都中央区京橋
１－７－１

10,109,900 － 10,109,900 3.14

計 － 10,109,900 － 10,109,900 3.14
 

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、青南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 96,840 100,610

  受取手形・完成工事未収入金等 282,828 181,963

  有価証券 700 300

  販売用不動産 15,616 21,274

  未成工事支出金 12,102 17,554

  その他の棚卸資産 2,709 3,777

  その他 23,807 17,694

  貸倒引当金 △3,032 △2,505

  流動資産合計 431,573 340,669

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 54,240 58,422

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 11,256 11,243

   土地 87,187 87,881

   リース資産（純額） 205 226

   建設仮勘定 25,785 29,273

   有形固定資産合計 178,675 187,047

  無形固定資産   

   のれん 1,375 1,292

   その他 10,689 10,499

   無形固定資産合計 12,065 11,791

  投資その他の資産   

   投資有価証券 185,072 197,826

   長期貸付金 795 782

   退職給付に係る資産 1,953 1,855

   繰延税金資産 921 983

   その他 4,581 5,219

   貸倒引当金 △81 △82

   投資その他の資産合計 193,243 206,586

  固定資産合計 383,983 405,424

 資産合計 815,556 746,093
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 111,283 74,097

  短期借入金 81,568 31,818

  1年内償還予定の社債 5,050 5,050

  未払法人税等 6,329 1,785

  未成工事受入金 33,408 38,801

  賞与引当金 5,115 2,580

  完成工事補償引当金 3,305 3,426

  工事損失引当金 9,434 7,951

  預り金 36,486 42,219

  その他 18,034 17,313

  流動負債合計 310,016 225,045

 固定負債   

  社債 50,195 50,180

  長期借入金 74,724 76,842

  繰延税金負債 19,244 23,297

  再評価に係る繰延税金負債 6,069 6,069

  役員退職慰労引当金 98 96

  役員株式給付引当金 465 527

  関係会社整理損失引当金 1,141 15

  退職給付に係る負債 22,932 23,261

  資産除去債務 2,242 2,228

  その他 5,165 5,414

  固定負債合計 182,278 187,934

 負債合計 492,295 412,979

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 23,001 23,001

  資本剰余金 26,786 26,786

  利益剰余金 200,996 198,698

  自己株式 △7,625 △7,625

  株主資本合計 243,159 240,861

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 72,790 81,614

  繰延ヘッジ損益 111 583

  土地再評価差額金 3,087 3,087

  為替換算調整勘定 △1,567 957

  退職給付に係る調整累計額 △327 △327

  その他の包括利益累計額合計 74,094 85,916

 非支配株主持分 6,007 6,336

 純資産合計 323,261 333,114

負債純資産合計 815,556 746,093
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

売上高   

 完成工事高 102,326 108,832

 投資開発事業等売上高 12,623 5,559

 売上高合計 114,949 114,391

売上原価   

 完成工事原価 91,016 98,173

 投資開発事業等売上原価 10,826 3,922

 売上原価合計 101,843 102,095

売上総利益   

 完成工事総利益 11,309 10,659

 投資開発事業等総利益 1,797 1,636

 売上総利益合計 13,106 12,295

販売費及び一般管理費 9,696 10,172

営業利益 3,409 2,123

営業外収益   

 受取利息 74 455

 受取配当金 1,890 1,899

 持分法による投資利益 36 －

 為替差益 844 396

 その他 108 124

 営業外収益合計 2,955 2,875

営業外費用   

 支払利息 217 314

 支払手数料 39 40

 その他 64 34

 営業外費用合計 322 388

経常利益 6,043 4,610

特別利益   

 投資有価証券売却益 500 614

 その他 0 19

 特別利益合計 501 634

特別損失   

 減損損失 760 －

 固定資産廃棄損 55 4

 投資有価証券評価損 405 －

 関係会社株式売却損 － 1,419

 その他 16 7

 特別損失合計 1,238 1,431

税金等調整前四半期純利益 5,305 3,813

法人税等 1,655 1,781

四半期純利益 3,650 2,031

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△29 110

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,680 1,921
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 3,650 2,031

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,098 8,824

 繰延ヘッジ損益 76 471

 為替換算調整勘定 1,170 2,752

 退職給付に係る調整額 20 △16

 持分法適用会社に対する持分相当額 201 －

 その他の包括利益合計 3,567 12,033

四半期包括利益 7,218 14,065

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 7,166 13,743

 非支配株主に係る四半期包括利益 51 321
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【注記事項】
 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 

 

当第１四半期連結累計期間

（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったConstrutora Toda do

Brasil S/Aの全株式を譲渡したことにより、同社を連結の範囲から除外しておりま

す。
 

 
 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)
 

 
当第１四半期連結累計期間

（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

税金費用の計算

税金費用の算定については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて算定しております。
 

 
 

(追加情報)

(取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度)

１　取引の概要

当社は、2016年５月13日開催の取締役会及び同年６月29日開催の第93回定時株主総会の決議に基づき、当社取

締役及び執行役員（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下あわせて「取締役等」という。）を対象に、中長

期的な業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めることを目的として、業績連動型株式付与制度で

ある「役員報酬ＢＩＰ信託」（以下「ＢＩＰ信託」という。）及び「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ

信託」といい、ＢＩＰ信託とあわせて「本制度」という。）を導入しております。

本制度は取締役等に対するインセンティブプランであり、本制度により取得した当社株式を業績目標の達成度

等に応じて当社取締役等に交付するものであります。

なお、2022年６月29日開催の第99回定時株主総会において本制度について、株式報酬の割合の拡大などの改定

が決議されました。改定後、社外取締役は非業績連動に対する株式報酬の対象になっております。

また、上記決議を受けて、2022年８月10日開催の取締役会決議に基づき、信託金を追加拠出し、当社株式を取

得しております。

 
２　信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末におけるＢＩＰ信託が

1,559百万円及び2,435,810株、ＥＳＯＰ信託が98百万円及び184,717株であり、当第１四半期連結会計期間末に

おけるＢＩＰ信託が1,559百万円及び2,435,810株、ＥＳＯＰ信託が98百万円及び184,717株であります。

 
 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

保証債務

　下記の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2023年６月30日）

さくらの里メガパワー合同会社 153百万円 149百万円
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２　貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金調達の機動性の確保及び調達手段の多様化に対応するため、貸出コミットメント契約を

締結しております。

当第１四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は下記のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

契約極度額 30,000百万円 30,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 30,000百万円 30,000百万円
 

 
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　 至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　2023年４月１日

　 至　2023年６月30日）

減価償却費 1,435百万円 1,614百万円

のれんの償却額 47百万円 109百万円
 

 
 
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 4,943 16.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金
 

(注)　2022年６月29日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信

託が所有する当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。

 
２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 4,219 13.50 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金
 

(注)　2023年６月29日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信

託が所有する当社株式に対する配当金35百万円が含まれております。

 
２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ前第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
 
 
 

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注２)

建築 土木
国内

投資開発

国内
グループ
会社

海外
グループ
会社

環境・
エネルギー

合計

売上高          

　外部顧客への
売上高

61,350 32,356 10,210 7,916 2,758 358 114,949 － 114,949

　セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,919 47 204 1,265 33 － 4,470 △4,470 －

計 64,269 32,404 10,415 9,182 2,791 358 119,420 △4,470 114,949

セグメント利益
又は損失（△）

416 2,760 721 165 151 △154 4,061 △651 3,409
 

(注) １　「セグメント利益又は損失」の調整額△651百万円は、セグメント間取引消去であります。

２　「セグメント利益又は損失」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「環境・エネルギー」セグメントの建設仮勘定について、将来の収支見通しを勘案し、回収可能性を検討した

結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、前第１四半期連結累計期間においては760百万円であります。

 
Ⅱ当第１四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
 
 
 

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注２)

建築 土木
国内

投資開発

国内
グループ
会社

海外
グループ
会社

環境・
エネルギー

合計

売上高          

　外部顧客への
売上高

65,623 24,638 3,080 8,651 12,068 329 114,391 － 114,391

　セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,928 851 204 1,283 46 － 6,314 △6,314 －

計 69,552 25,490 3,285 9,935 12,114 329 120,706 △6,314 114,391

セグメント利益
又は損失（△）

228 1,386 524 △362 668 △18 2,425 △302 2,123
 

(注) １　「セグメント利益又は損失」の調整額△302百万円は、セグメント間取引消去であります。

２　「セグメント利益又は損失」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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３　報告セグメントの変更等に関する事項

(セグメント区分の変更)

当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを従来の、「建築」「土木」「国内投資開発」「国内グルー

プ会社」「海外投資開発」「環境・エネルギー」の６区分から、「建築」「土木」「国内投資開発」「国内グ

ループ会社」「海外グループ会社」「環境・エネルギー」の６区分に変更しております。この変更は、「中期経

営計画2024ローリングプラン」に定める重点管理事業を推進するための組織機構の変更に伴い再編した事業の業

績目標の区分及び取締役会の月例報告資料における事業報告の区分に報告セグメントの区分を合わせるために

行ったものであります。なお、前第１四半期連結累計期間の「セグメント情報」については、変更後の区分によ

り作成したものを記載しております。

 
(セグメント利益又は損失の測定方法の変更)

当第１四半期連結会計期間より、上記区分の変更に伴いセグメントの業績をより適切に評価するために管理費

用等の配賦方法を変更しております。なお、前第１四半期連結累計期間の「セグメント情報」については、変更

後の利益又は損失の測定方法により作成したものを記載しております。

 
 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）

　（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
建築 土木

国内
投資開発

国内
グループ
会社

海外
グループ
会社

環境・
エネルギー

　一定の期間にわたり
 移転される財又はサービス

58,929 32,142 － 4,810 1,959 － 97,841

　一時点で移転される
　財又はサービス

2,420 213 9,110 2,933 219 358 15,256

顧客との契約から生じる収益 61,350 32,356 9,110 7,743 2,179 358 113,097

その他の収益 － － 1,100 173 578 － 1,852

外部顧客への売上高 61,350 32,356 10,210 7,916 2,758 358 114,949
 

 
当第１四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）

　（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
建築 土木

国内
投資開発

国内
グループ
会社

海外
グループ
会社

環境・
エネルギー

　一定の期間にわたり
 移転される財又はサービス

62,850 24,616 － 5,721 11,300 － 104,488

　一時点で移転される
　財又はサービス

2,771 22 1,826 2,718 110 329 7,777

顧客との契約から生じる収益 65,621 24,638 1,826 8,440 11,411 329 112,266

その他の収益 2 － 1,253 210 657 － 2,125

外部顧客への売上高 65,623 24,638 3,080 8,651 12,068 329 114,391
 

 
なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを従来の、「建築」「土木」「国内投資開発」「国内グルー

プ会社」「海外投資開発」「環境・エネルギー」の６区分から、「建築」「土木」「国内投資開発」「国内グループ会

社」「海外グループ会社」「環境・エネルギー」の６区分に変更しております。この変更により前第１四半期連結累計

期間の「顧客との契約から生じる収益を分解した情報」については、変更後の区分により作成したものを記載しており

ます。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日

   至 2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日

   至 2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益 11円94銭 6円20銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 3,680 1,921

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益（百万円）

3,680 1,921

普通株式の期中平均株式数（千株） 308,216 309,926
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり四半期純利益の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期連結累計期間737,150株、当

第１四半期連結累計期間2,620,527株）。

 
 

(重要な後発事象)

(重要な子会社の設立)

当社は、2023年７月31日開催の取締役会において、下記のとおりシンガポール共和国に子会社（以下「新会

社」という。）を設立することについて決議しました。

なお、新会社は、出資が完了しますと、資本金が当社の資本金の額の100分の10以上に相当し、当社の特定子

会社に該当することとなります。

 
１　新会社設立の目的

当社グループでは、重点管理事業として、経済成長が期待できる東南アジアを中心に海外事業を展開して

おります。今般、現在の現地法人（所在国：タイ王国、ベトナム社会主義共和国及びインドネシア共和国）

と、今後拡大するアジア・オセアニア地域における事業を統轄管理するため、新会社を設立することとしま

した。

今後は新会社を中心に、人材等経営資源の最適化、ガバナンスを強化することにより、同地域での一層の

事業拡大を図ってまいります。

 
２　設立する新会社の概要

(1) 名称 （仮称）Toda Asia Pacific Pte. Ltd.

(2) 所在地 #22-02 Samsung Hub, 3 Church Street, Singapore 049483（予定）

(3) 代表者の役職・氏名 取締役社長　嶋　義郎

(4) 事業内容 アジア・オセアニア地域に所在する現地法人の統轄管理（経営管理等）

(5) 資本金 58百万SGD（約6,202百万円）

(6) 設立予定日 2023年８月

(7) 出資者及び出資比率 当社　100％

(8) 当社と当該会社との間の

関係

資本関係 当社の100％出資の子会社として設立します。

人的関係
当社の執行役員１名、従業員２名が当該会社の取締役を

兼任する予定です。

取引関係 該当事項はありません。
 

(注)　資本金額等の円貨への換算は、１SGD＝106.94円（2023年６月末）を使用しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年８月10日

戸田建設株式会社

取締役会  御中

 

青南監査法人

　東京都港区
 

 

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 齋　藤　敏　雄  

 

 

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 鈴　木　大　輔  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている戸田建設株式会

社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、戸田建設株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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